
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

石狩市の財政 ２００５ 

石 狩 市

 



はじめに 
 

 
 この「石狩市の財政」は、市民の皆さんに市の財政状況をできる限りわかりや

すく説明することによって、市財政の実態についてご理解を深めていただき、

今後、市財政の健全化を図るための取り組みを進めるにあたって皆さんのご協

力を得るため、昨年度より発行しているものです。 

今回の「石狩市の財政 ２００５」は、平成１６年度一般会計の決算データ

に基づくものであり、難解な財政用語には解説を加えることで、より見やすく

わかりやすいものになるよう努めたつもりです。 

 今後とも、市民の皆さんのご理解と、市政へのより一層のご協力をいただけ

ますようお願いいたします。 
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１ 地方公共団体の会計区分 
 

 

（１）一般会計 

地方公共団体の会計は、大きく分けて「一般会計」、「特別会計」、「公営企業会計」

の３つに区分されます。このうち、一般会計は、市の会計の中心をなすもので、福祉や

教育など行政運営の基本的な経費を計上する会計です。 
 

（２）特別会計 

特別会計は、地方公共団体が特定の事業を行う場合、その他特定の収入で特定の支出

にあて、一般会計と区分して経理する必要がある場合に設置するものです。なお、特別

会計の設置については、法令に義務付けられているものを除き、すべて条例によらなけ

ればならないとされています。 

本市では、国民健康保険事業特別会計、老人保健特別会計、介護保険事業特別会計、

土地取得特別会計、下水道事業特別会計の５つの特別会計を設置しています。 

 
ア 法令に義務付けられているもの 

国民健康保険事業特別会計、老人保健特別会計、介護保険事業特別会計 
 イ 市の条例で設置しているもの 

土地取得特別会計、下水道事業特別会計 

 

 
 

（３）公営企業会計 

特別会計のうち、地方公営企業法の適用を受けるものです。 

本市では、水道事業会計を設置しています。 

 

さらに、平成１７年１０月１日の合併により次の会計が増えています 

ア 法令に義務付けられているもの 

国民健康保険診療所特別会計、介護サービス事業特別会計 

イ 市の条例で設置しているもの 

特定環境保全公共下水道事業特別会計、個別排水処理施設整備事業特別会

計、簡易水道事業特別会計、 

１ 



２ 平成１６年度一般会計決算の概要 
 

 

（１）歳入 

市民生活の向上のために様々な仕事（事業）が行われていますが、それを支えるために

は、財源が必要となります。財源には市民税や固定資産税などの市税、自治体の財政力に

応じて交付される地方交付税、国や道からの補助金、借入金である市債などがあり、平成

１６年度一般会計の決算額は表１のとおりで、図１は科目別割合を示しています。 
 
 表１ 平成１６年度一般会計歳入決算額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図１ 平成１６年度一般会計歳入決算額における科目別割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円）
区 分 金 額 区 分 金 額

１　市税 7,424,081
12　交通安全対策特別交
     付金

13,644

２　地方譲与税 446,089 13　分担金及び負担金 125,923

３　利子割交付金 43,787 14　使用料及び手数料 190,858

４　配当割交付金 3,600 15　国庫支出金 2,401,973

５　株式等譲渡所得割交
    付金

3,591 16　道支出金 1,164,898

６　ゴルフ場利用税交付
    金

51,988 17　財産収入 34,182

７　地方消費税交付金 572,873 18　寄附金 8,610

８　自動車取得税交付金 102,345 19　繰入金 433,984

９　国有提供施設等所在
    市町村助成交付金

3,218 20　繰越金 163,348

10　地方特例交付金 165,433 21　諸収入 6,898,823

11　地方交付税 3,786,023 22　市債 3,277,600

　 　 計 27,316,871

※資料：平成１６年度決算統計
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 皆さん、２ページの表やグラフを見て、諸収入の金額が異常に多いのに

気付かれましたか。これは、石狩市土地開発公社や石狩サービス株式会社

への金利負担を軽減することを目的に、年度当初に多額の無利子貸し付け

を行い、年度末に貸付金額と同額を回収しているためです。この金額は、

石狩市土地開発公社分が６１億２，０５０万円、石狩サービス株式会社分

が５，０００万円、旧役場周辺地区市街地再開発組合分が２億円、合計６

３億７，０５０万円あることから、実質の歳入決算額は、２８１億８，９

３７万３千円から６３億７，０５０万円を差し引いた２１８億８８７万３

千円となり、２ページの図１も次の参考図のようになります。 

 

（参考図） 平成１６年度一般会計歳入決算額における科目別割合 

（貸付金の年度内回収分を除く） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語解説：平成 16 年度における市の歳入科目 

 

歳入科目名 内            容 

１ 市税 所得税など国が課税する国税に対し、市の課税権により主に

市民の皆さんから市に納めていただく税です。 

本市には市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、都

市計画税、入湯税などがあります。 

２ 地方譲与税 徴収の利便性などの問題から、一旦国税として徴収され、そ

の後、一定の基準により道や市町村に譲与される税です。 

本市には、自動車重量譲与税、地方道路譲与税、特別とん譲

与税があり、人口規模や市町村道の面積・延長などを基準とし

て配分し譲与されます。 

３ 利子割交付金 銀行預金利子などの利子等にかかる住民税については、金融

機関等を通じて道民税利子割として課税されています。この税

収から、道が取扱費として５％を控除した残りの 95％のうち５

分の３がその市町村の個人道民税の額を基準に市町村に交付さ

れます。 

３ 

市税

34%

13%
5%

11%
市債

19%
地方交付税

18%

市税

地方交付税

市債

国庫支出金

道支出金

その他

 



４ 配当割交付金 道民税として、平成 16 年１月１日以降に支払われる株式など

の配当金について課税され、一定相当額が交付されます。 

５ 株式等譲渡所得割

交付金 

道民税として、平成 16 年１月１日以降に発生する株式などの

譲渡益について課税され、一定相当額が市町村に交付されます。

６ ゴルフ場利用税交

付金 

ゴルフ場利用税は、ゴルフ場の利用者に課される税金で、道

が収納したゴルフ場利用税の 70％が、ゴルフ場所在の市町村に

交付されます。 

７ 地方消費税交付金 私たちが買物などをしたときは、お店に５％の消費税を納め

ますが、この内国の消費税率は４％で残りの１％が地方消費税

として道の収入となります。この税収のうち 50％が国勢調査の

人口と事業所統計の従業者数を基準に市町村に交付されます。

８ 自動車取得税交付 

  金 

自動車取得税は、自動車の取得に対して課される税金で、こ

の税収から、道が取扱費として５％を控除した残りの 95％のう

ち 70％が市道の面積や延長を基準に市町村に交付されます。 

９ 国有提供施設等所

在市町村助成交付

金 

自衛隊が使用する演習場等の用に供する固定資産が所在する

市町村に対して国から交付されます。 

10 地方特例交付金 国が政策で行った所得税減税で影響を受けた地方税の減収を

補うために国から交付されるお金です。 

11 地方交付税 市町村によって生じている税収入の格差を是正し、一定の行

政水準を保つために国から交付される交付金です。国税３税（所

得税及び酒税の 32％、法人税の 35.8％）に消費税の 29.5％、

たばこ税の 25％を加えた５税が原資となっています。 

12 交通安全対策特別

交付金 

市町村が道路交通安全施設の整備を行う経費にあてるため、

交通反則金を市町村の交通事故発生件数等を基準に配分し交付

されます。 

13 分担金及び負担金 分担金は、市が一部または特定の者に対し、特に利益のある

事務事業を行う場合に、その必要な費用に充てるため、利益を

受ける者から徴収するお金です。 

一方、負担金も一定の事務事業について、特別の利害関係が

ある人から、その事業に必要な経費を受益の受ける程度に応じ

て市が課する金銭的な給付です。 

14 使用料及び手数料 使用料は、市が所有し、または管理している施設を利用する

時に、市に納付されるお金です。納付された使用料は、その施

設を維持、管理するための経費の財源となります。 

手数料は、市が特定の人のために行う行政サービスの対価と

して市に納付されるお金です。納付された手数料は、その行政

サービスを行うための経費の財源となります。 

15 国庫支出金 市が行う事務事業に対し、その財源の一部または全部として

国から使途を特定されて交付される収入です。 

16 道支出金 市が行う事務事業に対し、その財源の一部または全部として

道から使途を特定されて交付される収入です。 

４ 



17 財産収入 市が所有する財産等を貸し付けることによって生じる対価や

基金の運用利息等の財産運用収入と、市の財産を譲渡すること

などにより生じる財産売払収入とがあります。 

18 寄附金 市に対する金銭の無償譲渡で、使途を特定しない一般寄付金

と使途を特定した指定寄付金とがあります。 

19 繰入金 一般会計の場合においては、各種基金を取り崩して一般会計

に繰り入れられるお金です。 

20 繰越金 前年度の決算で生じた余剰金を、翌年度の歳入に編入すると

きの収入です。 

21 諸収入 他のどの歳入科目にも含まれない収入をまとめた科目の名称

で、延滞金、預金利子、貸付金元利収入、雑入などがあります。

22 市債 市が社会資本の整備等を行うために必要な財源を調達するた

めの債務です。また、近年は国や地方公共団体の財源不足や、

減税による財源の減少を補てんするために地方債を発行するこ

ともあります。 

 ※平成 16 年度決算は、15 年度と比較して次のとおり歳入科目が増えています。 

歳入科目名 内            容 

（地方譲与税のうち） 

所得譲与税 

所得譲与税は、国・地方財政の三位一体改革で、所得税から

地方住民税への本格的な税源移譲までの暫定措置として平成16

年度に新設されたもので、都道府県と市町村にそれぞれ人口規

模に応じて交付されます。 

配当割交付金 道民税として、平成 16 年１月１日以降に支払われる株式など

の配当金について課税され、一定相当額が市町村に交付されま

す。 

株式等譲渡所得割交付

金 

道民税として、平成 16 年１月１日以降に発生する株式などの

譲渡益について課税され、一定相当額が市町村に交付されます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国からの収入：地方譲与税、国有提供施設等所在市町村助成交付金、 

地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、 

国庫支出金 
２ 北海道からの収入：利子割交付金、ゴルフ場利用税交付金、地方消費税交付金、 

自動車取得税交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、道

支出金 
３ 主に市民からの収入：市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、 

寄附金、諸収入 

（質問）：平成１６年度の歳入科目を、国、北海道、市民からの収入に

分類すると、どうなりますか。 

 

（回答）：大まかに分類すると、次のとおりになります。なお、繰入金、

繰越金、市債については、お金のやりくりのための収入であることか

ら、「その他の収入」として分類しています。 

５ 



用語解説：歳入の分類 

 

ア 自主財源と依存財源 

   市に入ってくるお金の調達方法に着目した分類で、市が自主的に収入できる財源が

自主財源、国または道の意思で定められた額を交付されたり、割り当てられたりする

財源が依存財源です。自主財源の割合が高いほど、市が自主的に財政活動を行うこと

ができます。 

  

（ア）自主財源：市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、 

繰入金、繰越金、諸収入がこれに該当します。 

 

（イ）依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

ゴルフ場利用税交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、国有提供施設等

所在市町村助成交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、

国庫支出金、道支出金、市債がこれに該当します。 

 

イ 一般財源と特定財源 

   市に入ってくるお金の使途が特定されているか否かに着目した分類で、財源の使途

が特定されないものが一般財源、財源の使途が特定されているものが特定財源です。

一般財源の割合が高いほど、弾力的な財政運営を行うことができます。 

 

（ア）一般財源：市税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割

交付金、ゴルフ場利用税交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、国有提

供施設等所在市町村助成交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別

交付金、財産収入、寄附金、繰越金がこれに該当します。 

 

（イ）特定財源：分担金及び負担金、使用料及び手数料、国庫補助金、道支出金、繰入

金、諸収入、市債がこれに該当します。 

 

※使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入、市債等については、

その収納した目的、性格等によって一般財源にも特定財源にもなりえます。 

６ 



（２）歳出 

本市の予算がどの分野にどれだけ配分されているかを知るために、歳出をその行政目的

別に分類したものが目的別経費（表２の左側参照）であり、また財政構造をよりわかりや

すくするために、扶助費や公債費など歳出をその性質別に分類したものが性質別経費（表

２の右側参照）で、図２は性質別経費の科目別割合（歳入と同様に、石狩市土地開発公社

や石狩サービス株式会社への年度内回収分の貸付金を除く）を示しています。 
 
 表２ 平成１６年度一般会計歳出決算額  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 平成１６年度一般会計歳出決算額（性質別経費）の科目別割合 

（貸付金の年度内回収分を除く） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

●目的別経費 （単位：千円） ●性質別経費 （単位：千円）

区 分 金 額 金 額

１　議会費 226,222 3,412,006

２　総務費 2,218,533 2,346,973

３　民生費 4,695,174 836,185

４　衛生費 1,610,240 2,103,277

５　労働費 29,429 ５　補助費等 一部事務組合に対するもの 1,877,895

６　農水産業費 269,835 その他 1,225,719

７　商工費 375,401 小 計 3,103,614

８　土木費 10,384,048 ６　公債費 元利償還金 2,762,485

９　消防費 802,128 一時借入金利子 2,565

10　教育費 3,930,681 小 計 2,765,050

11　公債費 2,765,285 25,276

計 27,306,976 ８　投資及び出資金・貸付金 6,650,922

2,099,489

10　投資的経費 普通建設事業費 3,964,184

災害復旧事業費 0

失業対策事業費 0

小 計 3,964,184

27,306,976

※資料：平成１６年度決算統計

計

４　扶助費

７　積立金

９　繰出金

区 分

１　人件費

２　物件費

３　維持補修費

 

７ 

6%
19%

10%

補助費等

15%

人件費

16%

公債費

13%物件費

11%
10%

人件費

補助費等

公債費

物件費

繰出金

扶助費

投資的経費

その他

 



用語解説：平成 16 年度における市の歳出科目 

 

ア 目的別経費 

 市の経費を、行政目的によって分類したもので、市の予算及び決算において最も大きな

区分である「款（かん）」の区分を基準とした分類となっています。目的別経費では、行政

分野ごとの大まかな予算の比重を知ることができます。また、議会において予算を審議す

る場合にもこれが使われます。 
 

歳出科目名 内            容 

１ 議会費 議会の活動にかかる経費です。議員の報酬や手当、議会や委

員会の運営経費などがあります。 

２ 総務費 市役所の管理・運営、情報化推進、統計調査、まちづくり、

財政運営、国際交流、広報広聴、コミュニティの推進、戸籍関

係事務、税の賦課・徴収、選挙などにかかる経費です。 
３ 民生費 高齢者や障がい者福祉、児童福祉、医療給付や生活保護など、

安定した社会生活をするためにかかる経費です。 

４ 衛生費 病気予防のための各種検診、予防接種、ごみ処理、環境対策

など、健康で衛生的な生活環境を保持するためにかかる経費で

す。 

５ 労働費 失業対策や勤労者のための各種施設の設置、管理にかかる経

費です。 

６ 農水産業費 農業、水産業など、第一次産業の振興にかかる経費です。 

７ 商工費 商工業の振興、企業誘致、観光の振興にかかる経費です。 

８ 土木費 道路や公園の整備、除排雪、港湾整備、都市計画、公営住宅

などにかかる経費で、下水道事業特別会計への繰出金も含まれ

ています。 

９ 消防費 防火・消火活動、救急・防災活動、消防車両の整備などのた

めの経費です。なお、石狩市の場合は、近隣の自治体と一部事

務組合を設立し、共同で事務処理を行っていますが、この組合

に対する負担金は消防費のほとんどを占めています。 

10 教育費  小中学校、公民館、図書館、スポーツ施設の建設・管理・運

営、生涯学習の推進、文化財の保護などにかかる経費です。 
11 公債費 過去に借入れた市債や一時借入金の元金や利子などの償還に

かかる経費です。 

 

イ 性質別経費 

 市の経費を、その経済的性質を基準として分類したものです。性質別に分類することは、

市の財政の体質を分析するうえで意義があります。分析の結果から財政運営の指針を見つ

け出すことができます。 
 
 

８ 



 
歳出科目名 内            容 

１ 人件費 職員給、議員報酬、各種委員報酬、共済組合等への負担金な

ど、常勤職員や非常勤の特別職の勤労の対価として支払われる

一切の経費です。 

ただし、道路や公園の整備など普通建設事業に携わる職員の

人件費については、普通建設事業費に区分されます。 

２ 物件費 

 

賃金や旅費、交際費、需用費（消耗品費、光熱水費等）、役務

費（通信運搬費、手数料等）、委託料など、資産として残らない

消費的な経費の総称です。 

３ 維持補修費 市が管理する公共施設の効用を保全するための経費です。建

物の大規模改修等は普通建設事業費に、備品等の修繕費は物件

費に区分されます。なお、道路の除排雪経費もここに分類され

ます。 

４ 扶助費 市が各種の法令（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等）

や条例によって、お金や物品を被扶助者に提供する経費で、生

活保護費、児童手当、医療費助成、就学援助などがあります。

５ 補助費等 補助費等に区分される経費は、その支出の目的、根拠、対象

等によって多種多様です。主な経費としては、団体に対する負

担金や補助金、報償費、公営企業会計への繰出金等があります。 
なお、本市は、消防、ごみ処理、港湾管理など、他自治体と

共同して事務処理を行うための一部事務組合を数多く設立して

いるのが特徴で、平成１６年度決算におけるこれら組合に対す

る負担金の割合は、補助費等全体の６０％を占めています。 

６ 公債費 市が借り入れた市債の元利償還金及び一時借入金の償還利子

です。 

７ 積立金 積立金とは、収支不足の際にその穴埋めをするための基金や

特定の目的のために設けられた基金などに積み立てるための経

費です。 

８ 投資及び出資金・

貸付金 

投資及び出資金とは、公益上の必要性から、共同で事業を行

う場合、その他財政援助を目的として投資する場合や、財団法

人への出捐金として支出する場合の経費です。 

また、貸付金とは、特定の政策目的のために貸付けられる経

費で、土地開発公社貸付金や石狩サービス㈱運営資金貸付金な

どがあります。 

９ 繰出金 会計間で、他の会計に支出される経費です。本市では一般会

計から特別会計に支出される経費のことです。 

10 投資的経費 その支出の効果が資本の形成に向けられ、施設等が将来に残

るものに対して支出される経費をいい、次のとおり普通建設事

業費、災害復旧事業費、失業対策事業費があります。 
※普通建設事業費：道路の改良、公園の新設、小中学校や図書

館などの建設事業にかかる経費。 

９ 



３ 厳しさを増す市の財政 
 

 

（１）市税 

長引く景気の低迷により、これまでのように右肩上がりの経済成長が見込めないうえ、

近年、相次いで減税が行われたことなどから、市税収入は、平成１１年度の約８４億円を

ピークに減少傾向にあります（図３参照）。なお、平成１６年度決算額は約７５億円で、ピ

ーク時に比べて９億円も落ち込み、市制施行した平成８年度の決算額にも及ばない状況と

なっています。 
また、平成１５年度は３年に１度の固定資産税の評価替え(※

１)年度にあたるため、固定資

産税が大きく減少しています。 
 
 図３ 市税の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※資料：各年度決算統計 
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固定資産税は、固定資産の価格すなわち「適正な時価」を課税標準として課税される

ものです。このため、土地と家屋については原則として３年間評価額を据え置く制度、

換言すれば、３年ごとに評価額を見直す制度がとられているところです。 

平成１５年度は、評価替えの年に当たり、地価や建築物価の下落を反映した評価替え

により固定資産税・都市計画税の減少が当初から見込まれていました。 

１０ 

※１ 評価替え？ 
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（２）義務的経費 

 義務的経費とは、法令あるいはその性質上支出が義務づけられている「人件費、扶助費

（生活保護費、医療費助成など）、公債費」の合計をいい、その歳出総額に占める割合が高

いほど、財政の硬直化が進んでいることを示します。 
 この経費は近年上昇傾向にあり、市の財政を硬直化させていますが、その中でも特に公

債費と扶助費が増加しています（図４参照）。なお、金額的には公債費が大きく増えていま

すが、伸び率は扶助費のほうが上回っています。これは、近年急速に高齢化が進んでいる

ことが大きな要因であります。また、扶助費に特別会計（国民健康保険事業・老人保健・

介護保険事業）への繰出金を加えた社会保障費（図５参照）も増え続けていることから、

今後高齢化と相まってさらなる増加が予想されるところです。 
 
図４ 義務的経費の推移 
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図５ 社会保障費（扶助費＋国保・老人保健・介護保険特別会計繰出金）の推移 
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 ※資料：各年度決算統計 

１１ 



（３）基金残高 

基金とは市の貯金のことであり、その種類には財政調整基金(※

２)、減債基金、特定目的の

ための基金があります。これまで積立をしてきた基金も平成９年度以降の歳入不足による

取り崩しにより急激に残高が減少し（図６参照）、ほとんど底を突いている状況です。 

 

 図６ 基金（財政運営基金）残高の推移 
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 ※資料：各年度決算統計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）市債残高 

平成８年の市制施行前後に相次いで実施した大型公共施設の建設や地方全体の財政状況

の悪化に伴う財源対策などにより、市債発行額が大幅に増加し、市債残高も増加してきて

います（図７参照）。平成１６年度末の残高はすでに２９０億円を超え、市民１人当たりに

すると約５０万円の借金を抱えていることになります。 
市では、平成１２年度より市債発行枠を２０億円に設定、さらに財政構造改革期間中の

平成１５年度及び１６年度には全額地方交付税で措置される特別な市債(※

３)を除いた市債

発行枠を１０億円に設定するなど、これまで市債残高の抑制に努めてきました。 
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●財政調整基金：災害の発生等による不時の支出の増加や経済不況による予期せぬ収入

減により財政運営が困難にならないよう、財源に余裕のある年度に積

立を行うこととされている基金です。 
●減 債 基 金：公債費の償還が毎年度の財政運営に影響を与えないよう計画的に償還

するために積み立てることとされている基金です。 
●財政運営基金：一般的に上記の２つの基金が、年度間の財源の不均衡を調整するため

の積立金となります。このため、市では財政調整基金と減債基金を合

算したものを便宜上「財政運営基金」と呼んでいます。 

１２ 

※２ 財政用語解説（基金） 



しかしながら、現在のように地方財政を取り巻く状況が非常に厳しい中、住民生活に必

要な事業や、将来の発展を支える都市基盤の整備に計画的に取り組んでいくためには、あ

る程度の財源は市債に依存せざるを得ない状況が続いています。特に、多くの世代にわた

って利用される施設については、「世代間の負担の公平」や「財政負担の年度間調整」を図

る観点からも市債を活用することとしています。これまで実施してきた事業の状況を踏ま

えると、今後さらに将来の市債の償還額に留意しながら財政運営を行うことが必要です。 
 

 図７ 市債残高の推移 
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 ※資料：各年度決算統計 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

１３ 

全額地方交付税で措置される特別な市債とは、次の減税補てん債及び臨時財政対策債

を指しています。これらの市債は、市が借金する形をとっていますが、その返済額は全

額地方交付税で措置されます。 
●減税補てん債：国の減税政策により個人住民税の減税が実施された場合、その減収

額を埋めるために借入れする地方債です。 

●臨時財政対策債：長引く景気の低迷により国税収入が減少し、地方交付税を配分する

ための財源が不足しているため、特例として地方が借り入れるいわ

ゆる赤字の地方債です。 

※３ 全額地方交付税で 

措置される特別な市債？ 



（５）実質的に市が抱えている債務の残高 

 平成１６年度末の市債残高約２９４億円（市民１人当たり約５０万円）というのは、あ

くまでも市の一般会計のみの額です。これに下水道事業などの他の会計の額を加えると約

４８５億円、さらに公債費に準ずる債務負担行為(※

４)に係るものを加えると約５００億円に

もなります。また、市が加入している一部事務組合の残高（石狩市分は仮に負担割合など

を用いた場合で算出しています。）は約５７億円、石狩市土地開発公社の借入金残高は約６

１億円となっています。この返済にあたっては、上下水道料金や土地の売却代金などもあ

りすべて税金でまかなうものではありませんが、これら実際に石狩市が抱えている債務の

残高は、すでに６１７億円、市民１人当たりでは１００万円を超えています（表３参照）。 
 なお、国民健康保険事業特別会計では市債を発行していませんが、平成１６年度の歳入

歳出差引きのマイナス分（これは平成１７年度における前年度繰上充用金(※

５)となります。）

はそれぞれ約８億円であり、この累積赤字額も実質的な市の債務といえるでしょう。 

 

表３ 市及び一部事務組合等における債務の残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４ 

（単位：千円）
区 分 内 訳 年度末残高

石狩市 一般会計 29,409,632
土地取得特別会計 41,386
下水道事業特別会計 12,793,078
介護保険事業特別会計 19,131
水道事業会計 6,288,130
小計① 48,551,357
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの② 1,379,410
計③ 49,930,767

一部事務組合 石狩北部地区消防事務組合 195,074
石狩湾新港管理組合 5,034,232
北石狩衛生施設組合 484,213
計④ 5,713,519

石狩市土地開発公社 借入金残高⑤ 6,120,500
計 ③＋④＋⑤ 61,764,786

石狩市国民健康保険事業特別会計 前年度繰上充用金 805,938
市民１人当たりでは約１１０万円

 

●債務負担行為：債務負担行為とは、地方公共団体が物件を購入したり、施設の工事を

したりする場合、契約は当該年度に行いますが、その支払いなどの債務が将来にわたっ

て発生する行為をいいます。なお、ひとくちに債務負担行為といっても、施設の委託料

を複数年度契約するものも含みますので、表３ではこのうち公債費に準ずる債務負担行

為に係るものを載せています。 

●前年度繰上充用金：会計年度経過後、その会計年度（平成１６年度）の歳入が歳出に

不足する場合は、翌年度（１７年度）の歳入を繰り上げて、その年度（１６年度）に充

てることができ、このお金を前年度繰上充用金といいます。 

※４ 債務負担行為？ 

 ※５ 前年度繰上充用金？ 



４ 財政運営の健全度 
 

 
地方自治体の財政運営の健全度を図る指標として、経常収支比率、公債費負担比率、公

債費比率、起債制限比率、財政力指数、実質収支比率などの指標がありますが、ここでは、

次の５つの指標（財政力指数を除き、数値が低いほど健全であるといわれています。）につ

いてご説明します。なお、数値及び順位は平成１６年度のものであり、順位は健全なほう

から数えたものを用いています。 
 

（１）経常収支比率 ⇒ ８９．９％ 道内３４市中１０位 

（※平成１５年度） ８９．６％ 同１７位 

自治体の財政にどれだけ自由に使えるお金があるのかを示す指標を経常収支比率といい

ます。経常収支比率は、市税や地方交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源（使

い道の決められていない財源）が、人件費や公債費など経常的に支出される経費にどの程

度充てられているかを示す指標です。 
一般的には都市にあっては７５％、町村にあっては７０％程度が適当と考えられ、これ

を大きく超えるとその自治体は弾力性を失いつつあるといわれています。 
 図８は、財政構造改革方針策定時（平成１４年８月）における経常収支比率の予測値と

実績値の推移を表わしたもので、近年増加傾向にあった経常収支比率がようやく平成１５

年度で減少に転じました。平成１６年度は８８％未満という目標達成に向け、全力で取り

組みましたが、少子高齢化に伴う扶助費の増、大雪による除雪経費の増により目標の達成

は実現しませんでした。 
 
 図８ 経常収支比率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 ※資料：各年度決算統計 
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（２）公債費負担比率 ⇒ １９．１％ 道内３４市中１３位 

（※平成１５年度） １８．９％ 同１４位 

公債費負担比率とは、一般財源総額に対する公債費に充当された一般財源（一時借入金

利子等を含む）の占める割合です。 

一般的には１５％が警戒ライン、２０％を超えると危険であるといわれています。 

 

（３）公債費比率 ⇒ １９．９％ 道内３４市中２０位 

（※平成１５年度） １８．６％ 同１７位 

地方公共団体における公債費の財政負担の度合いを判断する指標の一つで、地方債元利

償還金（普通交付税において災害復旧費等として基準財政需要額に算入された部分を除く）

に充当された一般財源の、標準財政規模に対する割合です。 

 

（４）起債制限比率 ⇒ １３．４％ 道内３４市中１５位 

（※平成１５年度） １３．１％ 同１４位 

市債の発行を制限する指標で、地方交付税による措置の状況を的確に反映させた一般財

源に占める公債費の割合で、この比率が２０％以上になると市債の発行が制限されます。 
 

（５）財政力指数 ⇒ ０．６４０ 道内３４市中５位 

（※平成１５年度） ０．６３４ 同５位 

ひとつの自治体が平均的な仕事をするために用意しなければならない財源と、実際に集

めることができる税金は必ずしも一致しません。大まかにいうと、この平均的な仕事をす

るための財源と自前の収入との比率を財政力指数といい、この指数が１未満（実際に集め

る税金の方が少ない） だと普通交付税(※

６)が交付されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１６ 

地方公共団体が平均的な仕事をするために必要な財源を保障する制度が地方交付税で

す。全国の自治体は平均的な仕事をするために、十分な税金を独自で集める力がある団体

と、そうでないところがあります。そこで、全国で集めた税金（国税）の一部をあらかじ

めプールしておいて、力の弱い団体の財政を補います（財政調整機能）。また、現在の自

治体の仕事は、国の方針、基準により義務づけされたものが多くあり、そのため、財源は

地方交付税を通じて国が保障しています（財源保障機能）。地方交付税の大半（94％）が

普通交付税で、残りの 6％が特別交付税です。特別交付税は災害などのその年の特別な事

業に対して交付されます。 

※６ 普通交付税？ 

 



平成１４年度予算との比較 

△１４億３千４百万円 

５ 財政構造改革の推進 
 

 

（１）改革の目標と成果 

これまでご説明したように、本市の財政は非常に厳しい状況に置かれています。 
また、長引く景気の低迷などにより市税収入や地方交付税収入が大幅に減少するなど、

各種施策の実施に必要となる一般財源の確保は一段と厳しさを増してきています。 
一方、地方分権の進展に伴う地方公共団体の役割の拡大、緊急の課題である少子・高齢

社会対策や経済対策などの財政需要の増加、加えて市債残高の増加に伴う公債費負担の増

加など、今後の財政運営は決して楽観を許さない状況にあります。 
こうした状況の下、各種施策を展開しながら、同時に健全な財政運営を確保するため、

平成１６年度の経常収支比率を８８％未満にすることを目標に、平成１４年８月に「石狩

市財政構造改革方針」を策定し、これまで取り組んでまいりました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成１４年度にスタートした財政構造改革は平成１６年度で終

了しました。この間さまざまな取り組みを行い、平成１７年度予

算は、改革に取り組む前の平成１４年度予算と比較すると、１４

億３千４百万円の削減効果がでています。 

しかしながら、改革期間中にも景気回復が見込めず、市税や地

方交付税が減少しています。このため、平成１７年度以降も新た

な時代に対応し、明るい将来を展望できる市政を実現するために

は、行政システムを抜本的に見直しを進めることが肝要です。 
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１．公債費 △４億７，５４９万円 
 

（１）公債費 △４億７，５４９万円 

  平成１４年度末及び平成１５年度に合わせて約４４億円の市債を借換え。 
◎削減効果 

 ・平成１５年度 ２億５６３万円 
・平成１６年度 １億４，３６９万円 
・平成１７年度 １億２，６１７万円 

 

２．人件費 △２億９，４２８万円 
 

（１）特別職の給料及び手当 △７４６万円 

    市長、助役など特別職の給料及び手当の削減。 
 ◎削減率 

    ・市長（平成１４年度は削減なし、１５年度当初は１０％、１６年度からは２０％） 
    ・助役（      〃    、    〃   ５％、   〃   １５％） 
    ・その他（     〃    、    〃   ５％、   〃   １０％） 
 

（２）一般職の給料及び手当 △２億１，４８９万円 

ア 給料 △６，７３３万円 

     退職者の不補充や新規採用職員の抑制など職員数の削減。（一般職 389 人 ⇒ 
373 人） 

イ 手当 △１億４，７５６万円 

   期末手当や時間外勤務手当の削減及び調整手当や寒冷地手当の見直し。 

◎主なもの 

・期末・勤勉手当 △７，５０１万円 

・調整手当    △３，４３８万円 

・時間外勤務手当 △２，１３２万円 

     ・寒冷地手当     △９７８万円 
 

（３）共済費 △２，６３３万円 

    給料削減による共済費の削減。 
 

（４）市議会議員の報酬及び手当 △８３１万円 

    議員数の削減（２７名⇒２６名）及び期末手当の削減。 
 

（５）委員及び非常勤職員の報酬 △１，０９５万円 

    統計調査員（Ｈ１７は国勢調査）及び市議会議員の報酬を除く。 
 

（６）その他 △２，６３４万円 

    退職手当組合負担金や福祉協会負担金等の削減 
 
 

１８ 



３．一部事務組合負担金 △４，６７１万円 
 

（１）組合のスリム化 △４，６５５万円 

    組合職員の給与制度や事業の見直し。 
   ◎主なもの 

・石狩北部地区消防事務組合負担金 △２，７１１万円 
    ・北石狩衛生施設組合負担金      △８７２万円 

・石狩湾新港管理組合負担金      △７９７万円 
    ・石狩西部広域水道企業団負担金    △２５０万円 
 

（２）組合の解散 △１６万円 

恵庭青年の家組合の解散。 
 

４．特別会計繰出金等 △４，５６２万円 
 

（１）下水道事業特別会計繰出金 △４，５６２万円 

下水道事業特別会計への繰出金のうち、財源補填に係わるものを取り止め。 
 

５．個別事業の見直し △１億７，５６５万円 
 

（１）補助金等 △８，０４２万円 

    補助金や交付金などの見直し。土地区画整理事業助成金や旧役場周辺地区市街地

再開発事業補助金など建設事業に係るもの及び社会福祉審議会で審議された事業に

係るものを除く。 

◎主なもの 

・工場等立地促進奨励金 △２，１２５万円 
    ・商工会議所経営改善普及事業補助金 △１，７４５万円 

・石狩国際交流協会補助金 △１，０７３万円 

・社会福祉協議会補助金 △１，０７１万円 

・（社）石狩観光協会拠出金 △１，０４４万円 

 

（２）扶助費 △５，２７７万円 

  医療費助成制度及び就学援助制度の見直し。なお、社会福祉審議会で審議された

事業に係るものを除く。 

・各種医療費給付事業費 △５，１６０万円 

    ・就学援助（小・中・給食） △１１７万円 

 

（３）社会福祉審議会で審議された事業に係るもの △２，８６３万円 

社会福祉審議会の答申に基づく高齢者を対象とした各種サービスの見直し。 
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１ 在宅生活支援サービス（除雪サービス） ⇒その他委託料（３８万円） 
２ 在宅生活支援サービス（緊急通報サービス） 
       ⇒その他委託料（５０万円）、使用料及び賃借料（１８９万円） 
３ 在宅生活支援サービス（訪問サービス） ⇒その他委託料（△２３万円） 
４ 敬老会交付金事業 ⇒補助金等（６１万円） 
５ ミドルスティ事業 ⇒その他負担金（△１６５万円） 
６ 長寿祝金交付事業 ⇒報償費（△２９４万円） 
７ 高齢者入浴利用券交付事業（障がい者を含む） △２３３万円 
８ バスカード交付事業 △１，１３６万円 
９ 消融雪機器設置費補助事業 ⇒補助金等（△１，３５０万円） 
10 憩いの家・寿の家管理運営事業 ⇒使用料（なし） 

 
（４）その他 △１，３８３万円 

    小規模企業活性化資金貸付事業の平成１６年度末廃止に伴う補償金の削減。 
    ・小規模企業活性化資金貸付事業補償金 △１，３８３万円 

 

６．その他経常経費の節減 △３億７，３８５万円 
 

（１）報償費 △１，０７９万円 

    報償金及び表彰金の削減。なお、社会福祉審議会で審議された事業に係るもの及

び芸術鑑賞会開催費（公演料）を除く。 
◎主なもの 

    ・敬老会記念品                    △３２６万円 

    ・人事研修費（永年勤続表彰時記念品、職員研修講師謝礼 △２５１万円 

 

（２）旅費 △３，１２３万円 

    平成１５年度に旅費条例等の改正を実施（職員及び各種委員の日当廃止、全てを

対象に宿泊費や航空運賃等も実費支給）。 
 
（３）交際費 △１５２万円 

    交際費の削減。 
 
（４）需用費 △１億２，４７３万円 

    印刷製本費、光熱水費などの削減。 
◎主なもの 

    ・印刷製本費  △４，２２１万円 

・光熱水費   △２，７８６万円 
    ・各種修繕料  △１，８４９万円 

・図書費    △１，３８９万円 
・道路等補修費 △１，１４４万円 

（５）役務費 △３，６６３万円 

    通信運搬費や主に市広報紙配布方法の見直しによる手数料の削減。 
 

２０ 



◎主なもの 

    ・一般管理費（通信運搬費） △１，２８３万円 
・広報広聴活動費（手数料） △１，０６４万円 

 

（６）施設維持等業務委託料 △１億３，３３８万円 

市役所庁舎、道路、公園、図書館、給食センターなど施設の維持管理に係る経費

の削減。なお、市民プールなどの新規分は除く。 
◎主なもの 

    ・給食センター △３，３６６万円 
    ・図書館    △２，１２２万円 

    ・市役所庁舎  △１，８０８万円 

・公園     △１，６２８万円 

      
（７）備品購入費 △２，６１４万円 

    教材備品などの削減。 
 
（８）協議会等負担金 △９４３万円 

    協議会等からの脱会及び負担金の減額などの見直し。 
◎主なもの 

    ・石狩湾新港工業流通団地企業誘致推進協議会負担金 △３００万円 
    ・農業総合支援センター負担金 △２４２万円 
    ・ｻﾊﾘﾝ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ石狩後方支援基地推進協議会負担金 △１５５万円 

 

７．財源の確保 ２，１９９万円 
 

（１）公共施設使用料の見直し ２，１０７万円 

    平成１５年度の使用料見直し。なお、使用料の見直しをしていない施設及び多目

的スポーツ施設やいしかり砂丘の風資料館などの新規施設を除く。 
◎主なもの 

    ・パークゴルフ場    ７６５万円 

・コミュニティセンター ６４６万円 
・公園         １５９万円 
・海洋センター     １３９万円 
・学校開放       １３７万円 
・スポーツ広場     １３０万円 

 
 
（２）新たな収入（財源）の確保 ９２万円 

    広報いしかりの広告料収入及び統計書や環境白書の売払代金。 
・広報いしかりの広告料収入  ８８万円 

    ・統計書及び環境白書売払代金  ４万円 
 
 

２１ 



おわりに 
 

 
市の財政状況をできる限りわかりやすくご説明する資料として、平成１６年

年２月に初めて「石狩市の財政 ２００３」を発行して以来、市民の皆さんか

ら「用語が難しい」、「歳入科目を国からのもの、北海道からのもの、市の直接

収入に分類してほしい」などいくつかご指摘をいただいています。 
今回発行の「石狩市の財政 ２００５」では、歳入及び歳出の用語解説を加

えるなどいくつか見直しをしていますが、さらにわかりやすい資料となるよう

この「石狩市の財政２００５」につきましてもたくさんのご意見をいただけれ

ば幸いです。 

 なお、最後になりますが、今後はより一層市民の皆さんのニーズや、視点、

コスト感覚を重視した都市経営を進め、将来の子どもたちへ安心して引き継い

でもらえるまちとなるように努めてまいりますので、皆さんのご協力をよろし

くお願いします。 
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